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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　下記（ａ）成分、（ｂ）成分及び（ｃ）成分を含有する衣料用洗浄剤組成物であって、
　（ａ）成分の配合量が１５～５０質量％であり、
　（ｂ）成分の配合量が１～１０質量％であり、
　全界面活性剤中（ａ）成分の割合が５０質量％以上であり、
　（ａ）／〔（ｂ）+（ｃ）〕の質量比が１～１０であり、
　（ｃ）／（ｂ）の質量比が０．１～１０である、衣料用洗浄剤組成物。
（ａ）成分：下記一般式（１）で表される非イオン界面活性剤
　Ｒ１Ｏ－（Ｃ２Ｈ４Ｏ）ｍＨ　　　　　　（１）
〔式中、Ｒ１は炭素数８～２２の直鎖１級アルキル基であり、ｍは平均付加モル数であっ
て、２５≦ｍ≦５０の数である。〕
（ｂ）成分：窒素原子に結合する基として、途中にエーテル結合、エステル結合もしくは
アミド結合又はフェニレン環を有してもよい炭素数６～２２（但し、エーテル結合、エス
テル結合もしくはアミド結合又はフェニレン環の炭素数は除く）のアルキル基又はアルケ
ニル基を１つ又は２つ有し、残りがヒドロキシ基を有してもよい炭素数１～３のアルキル
基又はベンジル基である陽イオン界面活性剤、及び炭素数６～２２の炭化水素基が窒素原
子に結合したピリジニウム型陽イオン界面活性剤から選ばれる陽イオン界面活性剤
（ｃ）成分：陰イオン界面活性剤
【請求項２】
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　（ｃ）成分の配合量が０．５～２０質量％である請求項１記載の衣料用洗浄剤組成物。
【請求項３】
　下記一般式（ｄ’）で示される化合物の割合が全界面活性剤中に１０質量％以下である
請求項１又は２に記載の衣料用洗浄剤組成物。
　　　Ｒ１ｄ－Ｏ－（Ｃ２Ｈ４Ｏ）ｐ１－Ｈ　　　（ｄ’）
〔式中、Ｒ１ｄは炭素数８～２２の鎖式炭化水素基であって、ｐ１は０～１０の整数であ
る。〕
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、衣類、シーツ、タオル等の衣料用の繊維製品に好適な洗浄剤組成物、特には
該繊維製品の水洗いに用いられる洗浄剤組成物に関する。
【背景技術】
【０００２】
　衣料用の洗浄剤は高い洗浄力が求められているため、一般的に非イオン界面活性剤や陰
イオン界面活性剤が幅広く用いられている。しかし近年消費者の嗜好は多様化し、洗浄剤
には洗浄力だけではなく抗菌性や柔軟性に代表されるような仕上がり性などといった付加
価値が求められるようになってきたが、このような機能を発現させるためには陽イオン界
面活性剤を効率的に繊維上に吸着させることが重要である。
【０００３】
　しかしながら、一般的に陽イオン界面活性剤は、洗浄力を高めるために配合されている
その他の界面活性剤の働きにより、繊維上よりも洗浄液中に多く分配するため、効率的に
繊維上に吸着させることは非常に困難である。また吸着量を上げるために陽イオン界面活
性剤を多量に配合した場合、洗浄力は著しく低下する恐れがある。
【０００４】
　特許文献１～５には、４級アンモニウム塩を含む柔軟液体洗浄剤が記載されている。こ
のうち特に特許文献４には、エチレンオキシ基が１５～３０のポリオキシエチレンアルキ
ルエーテルと陽イオン界面活性剤を含有する洗浄力及び柔軟性に優れる洗浄剤が開示され
ているが、高温での洗浄を意図したものであるため、曇点を上げるために高付加モル数の
エチレンオキシ基を有する非イオン界面活性剤を用いているものと思われる。特許文献５
には、陰イオン界面活性剤、陽イオン界面活性剤、分岐アルコールのエチレンオキシ基を
５～２５モル付加した非イオン界面活性剤が記載されている。また特許文献６には、非イ
オン界面活性剤、陽イオン界面活性剤及び無機塩を含有する皮脂除去剤組成物が開示され
ている。その技術は主に皮膚表面の皮脂を除去することでにきびなどの予防に関する発明
であるが、その応用技術として実施例には、エチレンオキシ基の平均付加モル数が２０又
は２５のポリオキシエチレンラウリルエーテルを配合する衣料用プリケア剤と衣料用洗浄
剤の配合例が記載されている。また、特許文献７には、特定のノニオン界面活性剤、特定
のカチオン界面活性剤、特定の溶剤を含有する、衣類に塗布した時の浸透性が低温におい
ても良好で、泥汚れ塗布洗浄力に優れた液体洗浄剤組成物が記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開平１１－２１７５８５号公報
【特許文献２】特開平１－１３２６９１号公報
【特許文献３】特開昭６２－７０４９８号公報
【特許文献４】特開昭６１－６６７９６号公報
【特許文献５】特開昭６２－２２３２９９号公報
【特許文献６】特開２０００－１２８７５７号公報
【特許文献７】特開２００１－１８７９００号公報
【発明の概要】
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【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　前記の特許文献１～７では、洗浄力を低下させることなく、効果的に陽イオン界面活性
剤を効率的に繊維製品表面に残留させることは出来ず、抗菌性や仕上がり性を完全に満足
する物ではなかった。特許文献７のようにエチレンオキサイド付加型の非イオン性界面活
性剤を陽イオン界面活性剤と組み合わせて所定の効果を得るためには、付加モル数の分布
等の制御が必要となる。
【０００７】
　本発明の課題は、高い洗浄力を示すだけではなく、陽イオン界面活性剤を繊維上に効率
的に吸着させ、高い抗菌性や柔軟性を示す洗浄剤組成物を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明者らは、新たな視点から、陽イオン界面活性剤を効果的に繊維に残留させる一方
で、洗浄力にも優れる洗浄剤を検討することを行った。その結果、驚くべき事に、従来、
親水性が強すぎるため、界面への働きが弱く洗浄力が期待できないと考えられてきたエチ
レンオキシ基の付加モル数が多い非イオン界面活性剤を陽イオン界面活性剤と併用すると
、該非イオン界面活性剤がエチレンオキシ基の短い、洗浄性に適した非イオン界面活性剤
と同等の洗浄力をしかも温度が４０℃以下の水において発揮することを見出し、更に陽イ
オン界面活性剤が効果的に繊維に付着し易くなることを新たに見出し本発明を達成するに
至った。
【０００９】
　本発明は、下記（ａ）成分、（ｂ）成分及び（ｃ）成分を含有する衣料用洗浄剤組成物
であって、（ａ）／〔（ｂ）+（ｃ）〕の質量比が１～１０であり、（ｃ）／（ｂ）〕の
質量比が０．１～１０である、衣料用洗浄剤組成物を提供する。
（ａ）成分：下記一般式（１）で表される非イオン界面活性剤
　Ｒ1Ｏ－（Ｃ2Ｈ4Ｏ）mＨ　　　　　　（１）
〔式中、Ｒ1は炭素数８～２２の直鎖１級アルキル基であり、ｍは平均付加モル数であっ
て、２０≦ｍ≦５０の数である。〕
（ｂ）成分：窒素原子に結合する基として、途中にエーテル結合、エステル結合もしくは
アミド結合又はフェニレン環を有してもよい炭素数６～２２（但し、エーテル結合、エス
テル結合もしくはアミド結合又はフェニレン環の炭素数は除く）のアルキル基又はアルケ
ニル基を１つ又は２つ有し、残りがヒドロキシ基を有してもよい炭素数１～３のアルキル
基又はベンジル基である陽イオン界面活性剤、及び炭素数６～２２の炭化水素基が窒素原
子に結合したピリジニウム型陽イオン界面活性剤から選ばれる陽イオン界面活性剤
（ｃ）成分：陰イオン界面活性剤
【００１０】
　本発明者らは、前記したように、エチレンオキシ基の平均付加モル数が２０以上である
このような非イオン界面活性剤、陽イオン界面活性剤及び陰イオン界面活性剤を併用する
ことで十分な洗浄力が得られることを見出した。これはこのように親水性の高い非イオン
界面活性剤に、陽イオン界面活性剤と陰イオン界面活性剤とを特定比率で添加することに
より界面活性剤系全体の親疎水性が変化し、洗浄に適切な状態になるためであると考えら
れる。
【００１１】
　またエチレンオキシ基の平均付加モル数が２５以上、特には３０以上の非イオン界面活
性剤は親水性が高いため、陽イオン界面活性剤及び陰イオン界面活性剤と混合ミセルを形
成した場合でも、その相互作用が比較的弱く、混合ミセルが繊維と接触した場合、容易に
陽イオン界面活性剤を繊維上に吸着させ、非イオン界面活性剤は分離することが出来る。
これにより陽イオン界面活性剤を効率的に繊維上に吸着できるようになる。
【００１２】
　一般的に非イオン界面活性剤のエチレンオキシ基の平均付加モル数が多くなると洗浄力
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が低下する傾向にあり、これまで２０を超える非イオン界面活性剤は衣料用の洗浄剤用途
にほとんど使われることがなかった。その理由として、親水性が高まることで繊維に作用
するよりも、水中への分散力が高まるためであることが考えられていた。本発明はこのよ
うな技術常識からは予測できない効果をもたらしたものである。なお、エチレンオキシ基
の平均付加モル数が低い一般的な非イオン界面活性剤を陽イオン界面活性剤と併用した場
合、陽イオン界面活性剤の繊維製品に対する抗菌性や柔軟性といった効果を十分に発揮す
ることができない。洗浄力が期待できるエチレンオキシ基の平均付加モル数を有する非イ
オン界面活性剤は陽イオン界面活性剤ときわめて強い混合ミセルを形成する傾向にあるた
め、結果として洗浄液中に陽イオン界面活性剤が多く分布することになり、洗浄過程で布
上に吸着しにくくなるだけではなく、すすぎ工程で残留した非イオン界面活性剤により繊
維上から容易に洗い流されてしまうため、陽イオン界面活性剤を効率的に繊維に吸着させ
ることは困難であると考えられる。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明の衣料用洗浄剤組成物は、洗浄力に優れるだけではなく、機能性成分である陽イ
オン界面活性剤が洗濯物繊維上に効率的に吸着し、抗菌性や柔軟性などの高い仕上がり性
を示す。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
＜（ａ）成分＞
　（ａ）成分の一般式（１）中、Ｒ1は炭素数８～２２の直鎖１級アルキル基であり、好
ましくは炭素数８～１８、より好ましくは１０～１６の直鎖１級アルキル基である。（ａ
）成分に関しての直鎖１級アルキル基とは、酸素原子に結合するＲ1の炭素原子が第１炭
素原子であることを意味する。このようなアルキル基は、天然油脂由来の脂肪族アルコー
ルを原料として用いることで得ることができる。一般式（１）中のＲ1－Ｏ－の酸素原子
に結合するＲ1の炭素原子が第１炭素原子であるものは、第２炭素原子による化合物や分
岐アルキル基を有する化合物よりも洗浄力に優れる。
【００１５】
　一般式（１）の化合物を得る方法は、特に限定されるものではないが、炭素数８～２２
の直鎖１級アルコールにエチレンオキシドを付加反応することによって得ることができる
。
【００１６】
　一般式（１）中のｍはＲ1ＯＨに対して付加反応させたエチレンオキシドの割合あるい
は付加反応後のエチレンオキシ基（以下、ＥＯ基という場合もある）の平均付加モル数の
いずれであってもよく、ｍは（ｂ）成分の効果を十分に発揮させること及び洗浄性能の点
から下限値は、２０以上、好ましくは２５以上、より好ましくは３０以上であって、上限
値は５０以下、好ましくは４５以下、より好ましくは４０以下である。
【００１７】
　本発明は、（ａ）成分のエチレンオキシ基の平均付加モル数が大きい点に特徴があり、
（ｂ）成分の繊維製品への付着性を促進させ殺菌性や柔軟性を高めることができる。
【００１８】
　（ａ）成分の製造に関して、Ｒ1－ＯＨのアルコキシル化に用いられる触媒は塩基触媒
、酸触媒が挙げられる。このうち特に、コストの面から塩基触媒を使用することが好まし
く、塩基として水酸化ナトリウム又は水酸化カリウムがより好ましく、水酸化カリウムを
使用することが最も好ましい。
【００１９】
　水酸化カリウムを触媒として使用する場合の製造条件の一例を以下に示す。まず原料と
なる炭素数８～１８の飽和もしくは不飽和の高級アルコール（Ｒ1－ＯＨで表される化合
物）に水酸化カリウムを仕込んだ後、窒素置換し、１００～１１０℃、１～７ｋＰａで３
０分～１時間脱水を行う。次いで１００～１７０℃、０．３～０．６ＭＰａでエチレンオ
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キシドの付加を行い、添加した水酸化カリウムと当モル量の酸剤（酢酸、乳酸、グリコー
ル酸等）で中和することによって得られる。
【００２０】
　（ａ）成分の配合量は、洗浄力の観点から、本発明の衣料用洗浄剤組成物中、好ましく
は５～５０質量％、より好ましくは１０～４０質量％、更に好ましくは１５～３５質量％
である。
【００２１】
＜（ｂ）成分＞
　本発明の（ｂ）成分は、窒素原子に結合する基として、途中にエーテル結合、エステル
結合もしくはアミド結合又はフェニレン環を有してもよい炭素数６～２２（但し、エーテ
ル結合、エステル結合もしくはアミド結合又はフェニレン環の炭素数は除く）のアルキル
基又はアルケニル基を１つ又は２つ有し、残りが炭素数１～３のヒドロキシ基を有しても
よいアルキル基又はベンジル基である陽イオン界面活性剤、及び炭素数６～２２の炭化水
素基が窒素原子に結合したピリジニウム型陽イオン界面活性剤から選ばれる陽イオン界面
活性剤である。
【００２２】
　（ｂ）成分が主として抗菌剤として用いられる場合、通常市販されているものを使用し
てもよく、また周知の方法で合成されたものを用いることができるが、抗菌剤としては、
木綿金巾＃２００３に該化合物１質量％を均一に付着させた布を用いＪＩＳ Ｌ １９０２
「繊維製品の抗菌性試験法」に準じた方法で抗菌性試験を行い阻止帯が見られる化合物が
好ましい。
【００２３】
　本発明の（ｂ）成分としては、一般式（ｂ１）～（ｂ３）で表される化合物から選ばれ
る１種以上が好ましい。
【００２４】
【化１】

【００２５】
〔式中、Ｒ1bは炭素数５～１９のアルキル基又はアルケニル基であり、Ｒ2b、Ｒ3bは炭素
数１～３のアルキル基又はヒドロキシアルキル基である。Ｘは－ＣＯＯ－、－ＯＣＯ－、
－ＣＯＮＨ－、－ＮＨＣＯ－又は
【００２６】

【化２】
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【００２７】
である。Ｒ4bは炭素数１～３のアルキレン基であり、Ｒ5bは炭素数１～６のアルキレン基
又は－（Ｏ－Ｒ7b）t－である。ここでＲ7bはエチレン基又はプロピレン基であり、ｔは
１～１０の数である。Ｒ6bは炭素数６～１９のアルキル基又はアルケニル基である。ｓは
０又は１である。Ｙ-は陰イオン基、好ましくはハロゲンイオン、炭素数１～３のアルキ
ル硫酸イオン又は脂肪酸イオンである。但し、Ｒ1bとＲ5bの炭素数の合計は６～２２であ
る。また、Ｒ5bが－（Ｏ－Ｒ7b）t－の場合、Ｒ1bの炭素数は６～１９である。〕
【００２８】
【化３】

【００２９】
〔式中、Ｒ8b～Ｒ11bの中で１つ又は２つは炭素数８～２２のアルキル基であり、それ以
外は炭素数１～３のアルキル基又はヒドロキシアルキル基、好ましくはメチル基、エチル
基又はヒドロキシエチル基である。Ｙ-は陰イオン基、好ましくはハロゲンイオン、炭素
数１～３のアルキル硫酸イオン又は脂肪酸イオンである。〕
【００３０】
　一般式（ｂ１）において、Ｘがパラフェニレン基（－Ｃ6Ｈ4－）でｓ＝１の場合、Ｒ1b

は好ましくは炭素数５～１６、更に好ましくは炭素数６～１３、最も好ましくは炭素数７
～１０のアルキル基であり、Ｒ5bは好ましくは－（Ｏ－Ｒ7b）t－基であり、Ｒ7bは好ま
しくはエチレン基であり、ｔは好ましくは１～５の数であり、Ｒ2b及びＲ3bは好ましくは
メチル基又はヒドロキシエチル基であり、Ｒ4bは好ましくはメチレン基である。また、一
般式（ｂ１）において、ｓ＝０の場合、あるいはＸが－ＣＯＯ－、－ＯＣＯ－、－ＣＯＮ
Ｈ－、－ＮＨＣＯ－でｓ＝１の場合、Ｒ1bは好ましくは炭素数７～１８、更に好ましくは
炭素数９～１７、最も好ましくは炭素数１１～１６のアルキル基であり、Ｒ5bは好ましく
はメチレン基であり、Ｒ2b及びＲ3bは好ましくはメチル基又はヒドロキシエチル基であり
、Ｒ4bは好ましくはメチレン基である。
【００３１】
　一般式（ｂ２）において、Ｒ6bは好ましくは炭素数８～１８、更に好ましくは炭素数１
１～１７のアルキル基である。
【００３２】
　本発明では、一般式（ｂ３）の化合物が殺菌効果又は柔軟効果と洗浄力の向上効果の点
で好ましい。殺菌効果の観点からは、一般式（ｂ３）において、好ましくはＲ8b～Ｒ11b

のうち１つが炭素数８～２２、更に８～１８、より更に８～１４のアルキル基であり、残
りがメチル基又はヒドロキシエチル基である化合物が好ましい。
【００３３】
　また、本発明では、一般式（ｂ３）の化合物と、一般式（ｂ１）及び一般式（ｂ２）の
少なくとも１つの化合物とを併用するもできる。その場合の質量比は〔一般式（ｂ３）の
化合物〕／〔一般式（ｂ１）の化合物＋一般式（ｂ２）の化合物〕＝１／１０～１０／１
、特に１／５～５／１が好ましい。
【００３４】
　（ｂ）成分が主として柔軟基剤として用いられる場合、（ｂ）成分としては、分子中に
炭素数１１～２２の直鎖もしくは分岐鎖のアルキル基又はアルケニル基（以下、長鎖結合
基という）を有する第３級アミン化合物、更に該第３級アミン化合物であって、少なくと
も１個のエステル基を有しているもの、更にこれらの酸塩（無機酸又は炭素数１～６の有
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機酸の塩）を用いることができる。無機酸の塩としては塩酸塩、硝酸塩、燐酸塩、硫酸塩
等を挙げることができ、炭素数１～６の有機酸の塩としては、酢酸塩、乳酸塩、グリコー
ル酸塩、クエン酸塩、マレイン酸塩等を挙げることができる。更に、長鎖結合基以外の結
合基としてはメチル基を有することが好ましい。
【００３５】
　第３級アミン化合物の長鎖結合基を構成する直鎖もしくは分岐鎖のアルキル基又はアル
ケニル基部分は、ステアリン酸、パルミチン酸等の飽和脂肪酸、オレイン酸、リノール酸
、リノレン酸等の不飽和高級脂肪酸のほか、牛脂、豚脂、パーム油、パーム核油、オリー
ブ油等の天然油脂を分解、精製して得られる脂肪酸から由来するものである。これらの中
でも特に、オレイン酸、ステアリン酸、牛脂脂肪酸、硬化牛脂脂肪酸、パーム油脂肪酸、
パーム核油脂肪酸、硬化パーム核油脂肪酸が好適である。なお、不飽和高級脂肪酸として
は、立体異性体がシス体又はトランス体であっても、両者の混合物であってもよいが、特
にシス体／トランス体の比率が２５／７５～１００／０（質量比）であることが好ましい
。
【００３６】
　第３級アミン化合物の長鎖結合基がエーテル結合を含む場合には、牛脂、豚脂、パーム
油、オリーブ油を還元して得られるアルコール由来のほか、それらからゲルベ反応によっ
て得られる合成アルコールも使用できる。
【００３７】
　また、第３級アミン化合物の４級化物を柔軟基剤として用いることができる。４級化物
は、メチルクロライド等の炭素数が１～４のアルキルハライド又は炭素数が２～６のジア
ルキルサルフェートを用いて４級化したものを用いることができる。４級塩型の化合物と
しては、柔軟効果の観点からは、一般式（ｂ３）において、好ましくはＲ8b～Ｒ11bのう
ち２つが炭素数８～２２、更に８～１８、より更に８～１４のアルキル基であり、残りが
メチル基又はヒドロキシエチル基である化合物が好ましい。
【００３８】
　（ｂ）成分の配合量は、（ａ）成分及び（ｃ）成分との組み合わせにより、洗浄力を損
なうことなく抗菌性や柔軟性を付与するために、本発明の衣料用洗浄剤組成物中、好まし
くは１～２０質量％、より好ましくは１．５～１５質量％、更に好ましくは２～１０質量
％である。
【００３９】
＜（ｃ）成分＞
　本発明の衣料用洗浄剤組成物は、（ｃ）成分として陰イオン界面活性剤を含有する。陰
イオン界面活性剤は、その一部が陽イオン界面活性剤と結合し、より効率的に繊維上に陽
イオン界面活性剤が吸着するため、柔軟効果や抗菌効果が高まる。
【００４０】
　陰イオン界面活性剤としては、例えば下記（ｃ１）～（ｃ５）が使用できるが、洗浄性
能、安定性、溶解性の点で、（ｃ１）、（ｃ２）、（ｃ４）が好ましく、更に（ｃ１）を
含有することがより好ましい。
【００４１】
（ｃ１）平均炭素数１０～２０のアルキル基を有するアルキルベンゼンスルホン酸塩
（ｃ２）平均炭素数１０～２０の直鎖１級アルコール又は直鎖２級アルコール由来のアル
キル基又は分岐アルコール由来のアルキル基を有し、オキシアルキレン基の平均付加モル
数が１～５であり、オキシアルキレン基としてエチレンオキシ基を含み、平均付加モル数
０．２～３モルの範囲でオキシプロピレン基を含んでいてもよい、ポリオキシアルキレン
アルキルエーテル硫酸エステル塩
（ｃ３）平均炭素数１０～２０のアルキル基又はアルケニル基を有するアルキル又はアル
ケニル硫酸エステル塩
（ｃ４）平均炭素数８～２０の脂肪酸塩
（ｃ５）平均炭素数１０～２０の直鎖１級アルコール又は直鎖２級アルコール由来のアル
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キル基又は分岐アルコール由来のアルキル基を有し、オキシアルキレン基の平均付加モル
数が１～５であり、オキシアルキレン基としてエチレンオキシ基を含み、平均付加モル数
０．２～３モルの範囲でオキシプロピレン基を含んでいてもよい、ポリオキシアルキレン
アルキルエーテルカルボン酸塩
【００４２】
　（ｃ）成分を構成する塩はナトリウム、カリウムなどのアルカリ金属塩、アルカノール
アミン塩、及びマグネシウム、カルシウムなどのアルカリ土類金属塩などを挙げることが
できるが、特に安定性の観点からアルカノールアミン塩であることが好ましい。陰イオン
界面活性剤は、組成物の製造段階では酸型で添加して、混合物中でアルカリにより中和し
てもよい。本発明では、（ｃ）成分はアルカノールアミン塩か、酸型で添加して系中でア
ルカノールアミンで中和することが好ましい。アルカリ金属やアルカリ土類金属などの金
属系の対イオンは、変色防止剤や酵素安定化剤として亜硫酸ナトリウムなどの塩として配
合する場合の他に（ａ）成分の製造工程を経て、或いは金属イオン封鎖剤やその他の陰イ
オン性化合物の塩として含有する可能性があるが、組成物中少量であることが好ましく、
組成物中、５質量％以下、更に３質量％以下であることが好ましい。
【００４３】
　（ｃ）成分の配合量は、本発明の衣料用洗浄剤組成物中、好ましくは０．５～２０質量
％、更に好ましくは２～１０質量％である。
【００４４】
＜衣料用洗浄剤組成物＞
　本発明の衣料用洗浄剤組成物では、洗浄性能、溶解性、安定性の観点から、（ａ）／〔
（ｂ）+（ｃ）〕の質量比が１～１０、好ましくは１．２～５である。また（ｃ）／（ｂ
）の質量比が０．１～１０であり、下限値は好ましくは０．２以上、より好ましくは０．
４以上であり、また上限値は好ましくは８以下である。
【００４５】
　（ａ）成分は、分子量として平均分子量を用いて組成物中の質量を求める。また、（ｂ
）成分は、対イオンを塩化物と仮定して分子量を用いて組成物中の質量を求める。（ｃ）
成分は酸型と仮定して分子量を用いて組成物中の質量を求める。また、（ｂ）成分のうち
、第３級アミンは組成物中の形態（酸塩かどうか）にかかわらず、第３級アミンとしての
分子量を用いて組成物中の質量を求める。
【００４６】
　本発明は（ａ）成分を主界面活性剤とする衣料用洗浄剤組成物である。従って組成物中
の全界面活性剤中（ａ）成分の割合は５０質量％以上、更に７０質量％以上であることが
好ましい。また、（ｂ）成分及び（ｃ）成分を加えた合計、すなわち（ａ）成分、（ｂ）
成分及び（ｃ）成分の含有量の合計が全界面活性剤中の好ましくは９０質量％以上、更に
好ましくは９５質量％以上を占めることであり、最も好ましくは実質的に（ａ）成分、（
ｂ）成分及び（ｃ）成分により全界面活性剤が構成されていることである。その他の界面
活性剤については以下（ｄ）成分で説明する。
【００４７】
＜（ｄ）成分＞
　本発明の衣料用洗浄剤組成物は、（ｄ）成分として、（ａ）成分、（ｂ）成分及び（ｃ
）成分以外の界面活性剤を含有することができる。
【００４８】
　（ｄ）成分としては、下記の（ｄ１）及び（ｄ２）が挙げられる。
（ｄ１）（ａ）成分に該当しない非イオン界面活性剤。
　例えば、下記（ｄ１－１）及び（ｄ１－２）が挙げられる。
（ｄ１－１）次の一般式で表される多糖型界面活性剤。
　　　Ｒ1d－（ＯＲ2d）xＧy

〔式中、Ｒ1dは直鎖又は分岐鎖の炭素数８～１８のアルキル基又はアルケニル基、Ｒ1dは
炭素数２～４のアルキレン基、Ｇは炭素数５又は６の還元糖に由来する残基、ｘは平均値
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０～６の数、ｙは平均値１～１０の数を示す。〕
（ｄ１－２）脂肪酸アルカノールアミド、ポリヒドロキシ脂肪酸アミド。
（ｄ２）両性界面活性剤
　例えば、炭素数１０～１８のアルキル基を有するスルホベタイン又はカルボベタインを
挙げることができる。
【００４９】
　　（ｄ）成分の割合は、全界面活性剤中の好ましくは１０質量％以下、より好ましくは
５質量％以下である。
【００５０】
　なお、本発明の衣料用洗浄剤組成物では、下記一般式（ｄ’）で示される化合物〔以下
、化合物（ｄ’）分という〕の割合が全界面活性剤中に１０質量％以下、更に５質量％以
下であることが、（ｂ）成分の効果を十分に発揮させる点から好ましい。（ｄ’）で示さ
れる化合物は、（ｂ）成分の陽イオン界面活性剤をミセル内に取り込んでしまい放出しな
くなるものがある。更には、エチレンオキシ基の付加モル数が５以下の非イオン界面活性
剤は、水に対する溶解度が低いことから、それらもまた繊維に吸着しようとするため、（
ｂ）成分の陽イオン界面活性剤との間に、繊維への吸着の競合が生じる。これらの影響に
より、（ｂ）成分の繊維への十分な吸着が損なわれることになる。
　　　Ｒ1d－Ｏ－（Ｃ2Ｈ4Ｏ）p1－Ｈ　　　（ｄ’）
〔式中、Ｒ1dは炭素数８～２２の鎖式炭化水素基であって、ｐ１は０～１０の整数である
。〕
【００５１】
　本発明の衣料用洗浄剤組成物は、（ａ）～（ｄ）成分以外に、一般に衣料用洗浄剤に使
用されているキレート剤、アルカリ剤、酵素、増量剤（粉末組成物の場合の硫酸ナトリウ
ム等）、香料、洗浄補助剤などを含有することが好ましい。
【００５２】
＜（ｅ）成分＞
　本発明の衣料用洗浄剤組成物はキレート剤を含有することができるが、分子量が１００
０以下のキレート剤〔以下、（ｅ）成分という〕の含有量が少ないことが好ましい。（ｅ
）成分のキレート剤は、例えば、
　ニトリロ三酢酸、イミノ二酢酸、エチレンジアミン四酢酸、ジエチレントリアミン五酢
酸、グリコールエーテルジアミン四酢酸、ヒドロキシエチルイミノ二酢酸、トリエチレン
テトラアミン六酢酸、ジエンコル酸等のアミノポリ酢酸又はこれらの塩、
　ジグリコール酸、オキシジコハク酸、カルボキシメチルオキシコハク酸、クエン酸、乳
酸、酒石酸、シュウ酸、リンゴ酸、オキシジコハク酸、グルコン酸、カルボキシメチルコ
ハク酸、カルボキシメチル酒石酸等の有機酸又はこれらの塩、
　アミノトリ（メチレンホスホン酸）、１－ヒドロキシエチリデン－１，１－ジホスホン
酸、エチレンジアミンテトラ（メチレンホスホン酸）、ジエチレントリアミンペンタ（メ
チレンホスホン酸）、これらのアルカリ金属又は低級アミン塩等が挙げられる。本発明で
は後述の（ｆ）成分として挙げたアルカノールアミンを塩とすることが好ましく、酸で配
合し系中でアルカリ剤で中和した塩であってもよい。
【００５３】
　（ｅ）成分の組成物中の配合割合は、酸型とみなした場合に好ましくは２質量％以下、
より好ましくは１質量％以下、更に好ましくは０．５質量％以下である。なお（ｅ）成分
は任意成分であるが、酢酸、グリコール酸又は乳酸などの有機酸を（ａ）成分のアルキレ
ンオキシドの付加反応の際に用いた塩基触媒の中和剤として用いることが一般に行われて
おり、キレート剤を中和剤として用いた場合に（ａ）成分に混じって本発明の衣料用洗浄
剤組成中に０．０５質量％以上含有することがある。
【００５４】
＜（ｆ）アルカリ剤＞
　本発明の衣料用洗浄剤組成物には、アルカリ剤〔以下、（ｆ）成分という〕を配合する
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ことが好ましい。アルカリ剤は、アルカリ金属水酸化物、炭酸ナトリウム等のアルカリ金
属炭酸塩などの他に、液体洗浄剤では一般的な、炭素数２～４のアルカノール基を１～３
つ有するアルカノールアミンをあげることができる。このうちアルカノール基はヒドロキ
シエチル基であるものが好ましい。アルカノール基以外は水素原子であるが、炭素数１～
５のアルキル基、特にはメチル基であってもアルカリ剤として使用することができる。ア
ルカノールアミンとしては、２－アミノエタノール、Ｎ－メチルエタノールアミン、Ｎ，
Ｎ－ジメチルエタノールアミン、Ｎ，Ｎ－ジエチルエタノールアミン、ジエタノールアミ
ン、Ｎ－メチルジエタノールアミン、Ｎ－ブチルジエタノールアミン、トリエタノールア
ミン、トリイソプロパノールアミン、イソプロパノールアミン混合物（モノ、ジ、トリの
混合物）等のアルカノールアミン類が挙げられる。本発明では、炭酸ナトリウム等のアル
カリ金属炭酸塩、モノエタノールアミン、トリエタノールアミン等のアルカノールアミン
が好ましい。
【００５５】
　（ｆ）成分は後述するｐＨ調整剤として用いることができる。また前記した（ｃ）成分
の対塩として配合してもよい。
【００５６】
　本発明の組成物が液体洗浄剤組成物の場合は、（ｆ）成分を、好ましくは０．５～８質
量％、より好ましくは１～７質量％含有する。なかでも、（ｆ）成分としてアルカノール
アミンを、好ましくは０．５～８質量％、より好ましくは１～７質量％含有する。なおア
ルカノールアミンは、（ｃ）成分の塩などの対イオンとして配合することもでき、それら
の量も（ｆ）成分として算入する。
【００５７】
＜その他の成分＞
　更に本発明の衣料用洗浄剤組成物には、次の（ｉ）～（xiii）に示す成分を本発明の効
果を損なわない程度で配合することができる。
（ｉ）ポリアクリル酸、ポリマレイン酸、カルボキシメチルセルロース、重量平均分子量
５０００以上のポリエチレングリコール、無水マレイン酸－ジイソブチレン共重合体、無
水マレイン酸－メチルビニルエーテル共重合体、無水マレイン酸－酢酸ビニル共重合体、
ナフタレンスルホン酸塩ホルマリン縮合物、及び特開昭５９－６２６１４号公報の請求項
１～２１（１頁３欄５行～３頁４欄１４行）記載のポリマーなどの再汚染防止剤及び分散
剤
（ii）ポリビニルピロリドン等の色移り防止剤
（iii）過酸化水素、過炭酸ナトリウム又は過硼酸ナトリウム等の漂白剤
（iv）テトラアセチルエチレンジアミン、特開平６－３１６７００号の一般式（Ｉ－２）
～（Ｉ－７）で表される漂白活性化剤等の漂白活性化剤
（ｖ）セルラーゼ、アミラーゼ、ペクチナーゼ、プロテアーゼ、リパーゼ等の酵素
（vi）ホウ素化合物、カルシウムイオン源（カルシウムイオン供給化合物）、ビヒドロキ
シ化合物、蟻酸等の酵素安定化剤
（vii）蛍光染料、例えばチノパールＣＢＳ（商品名、チバスペシャリティケミカルズ製
）やホワイテックスＳＡ（商品名、住友化学社製）として市販されている蛍光染料
（viii）ブチルヒドロキシトルエン、ジスチレン化クレゾール、亜硫酸ナトリウム及び亜
硫酸水素ナトリウム等の酸化防止剤
（ix）パラトルエンスルホン酸、クメンスルホン酸、メタキシレンスルホン酸、安息香酸
塩（防腐剤としての効果もある）などの可溶化剤
（ｘ）平均分子量約２００のポリエチレングリコール、平均分子量約４００のポリエチレ
ングリコール、平均分子量約２０００のポリプロピレングリコールなどのポリアルキレン
グリコール系ゲル化防止重合体
（xi）オクタン、デカン、ドデカン、トリデカンなどのパラフィン類、デセン、ドデセン
などのオレフィン類、塩化メチレン、１，１，１－トリクロロエタンなどのハロゲン化ア
ルキル類、Ｄ－リモネンなどのテルペン類などの水非混和性有機溶剤。
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（xii）ゼオライトや結晶性層状シリケートなどの金属イオン交換剤
（xiii）その他、色素、香料、抗菌防腐剤、シリコーン等の消泡剤
【００５８】
　以下に本発明の衣料用洗浄剤組成物中、前記任意成分を配合する場合の指標としての濃
度を示すが、洗浄剤組成物の形態によって選定される。また本効果を損なわない程度に適
宜調整され、配合に適さない場合は除外される。（ｉ）の再汚染防止剤及び分散剤の含有
量は０．０１～１０質量％が好ましい。（ii）の色移り防止剤の含有量は０．０１～１０
質量％が好ましい。（iii）の漂白剤の含有量は０．０１～１０質量％が好ましい。（vi
）の漂白活性化剤の含有量は０．０１～１０質量％が好ましい。（ｖ）の酵素の含有量は
０．００１～２質量％が好ましい。（vi）の酵素安定化剤の含有量は０．００１～２質量
％が好ましい。（vii）の蛍光染料の含有量は０．００１～１質量％が好ましい。（viii
）の酸化防止剤の含有量は０．０１～２質量％が好ましい。（ix）の可溶化剤は０．１～
２質量％が好ましい。（ｘ）のポリアルキレングリコール系ゲル化防止重合体は０．０１
～２％が好ましい。（xi）の水非混和性有機溶剤は０．００１～２質量％が好ましい。（
xii）及び（xiii）のその他の成分は例えば公知の濃度で配合することができる。
【００５９】
　なおアルカリ土類金属塩又はアルカリ土類金属イオンは、繊維の汚れに潜む脂肪酸とコ
ンプレックスを作るため、本発明の衣料用洗浄剤組成物に含有する全界面活性剤１００質
量部に対して、アルカリ土類金属に換算して、５質量部以下が好ましく、更には１質量部
以下が好ましく、特には組成物中に実質的に配合しないことが好ましい。
【００６０】
　本発明の衣料用洗浄剤組成物は、本発明の衣料用洗浄剤組成物を、（ａ）成分、（ｂ）
成分及び（ｃ）成分の合計濃度が０．５ｇ／Ｌとなるようにイオン交換水にて希釈した希
釈物のｐＨが、好ましくは６～１０、より好ましくは７～９．５である。このｐＨは、Ｊ
ＩＳ Ｋ３３６２：１９９８の項目８．３に従って、温度２０℃で測定する。また、水性
の液体洗浄剤組成物を調整する場合のｐＨは、好ましくは６～１１、より好ましくは８～
１０である。このｐＨは、ＪＩＳ Ｋ３３６２：１９９８の項目８．３に従って、温度２
０℃で測定する。
【００６１】
　本発明の衣料用洗浄剤組成物は、後述の洗濯方法のところで詳述するが、洗浄液の水温
が４０℃以下、下限値としては２℃以上、特には５～３０℃の洗浄に用いることに適した
組成物であり、この温度において洗浄力及び抗菌性又は柔軟性に関して優れた効果を発揮
する。
【００６２】
　本発明の衣料用洗浄剤組成物の形態は、液体状、粉末状ないし粒状、タブレット状、シ
ート状などが挙げられる。特に液体洗浄剤組成物が好ましい。
【００６３】
　以下、本発明が衣料用の液体洗浄剤組成物の場合の成分について説明する。
＜（ｇ）成分＞
　本発明の衣料用洗浄剤組成物を液体洗浄剤組成物として用いる場合は、（ｇ）成分とし
て、水を含有する。水は組成物中に５～８０質量％、更には、１０～７０質量％含有する
。界面活性剤濃度が濃縮系の場合、例えば（ａ）成分、（ｂ）成分及び（ｃ）成分の含有
量の合計が組成物中４０質量％以上の場合は、水は３０質量％以下であることが好ましい
。
【００６４】
＜（ｈ）成分＞
　本発明の衣料用洗浄剤組成物を液体洗浄剤組成物として用いる場合は、安定性、溶解性
向上の点で、（ｈ）水混和性有機溶剤を含有することが好ましい。本発明でいう水混和性
有機溶剤とは、２５℃のイオン交換水１Ｌに５０ｇ以上溶解するもの、すなわち、溶解の
程度が５０ｇ／Ｌ以上である溶剤を指す。
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【００６５】
　（ｈ）成分としては、洗浄性能、安定性、溶解性の点で、水酸基及び／又はエーテル基
を有する水混和性有機溶剤が好ましい。
【００６６】
　水混和性有機溶剤としては、（ｈ１）エタノール、１－プロパノール、２－プロパノー
ル、１－ブタノールなどのアルカノール類、（ｈ２）エチレングリコール、プロピレング
リコール、ブチレングリコール、ヘキシレングリコールなどの炭素数２～６のアルキレン
グリコール類やグリセリン、（ｈ３）ジエチレングリコール、トリエチレングリコール、
テトラエチレングリコール、ジプロピレングリコール、トリプロピレングリコール又は重
量平均分子量４００～４０００のポリエチレングリコールもしくはポリプロピレングリコ
ールなどの炭素数２～４のアルキレングリコール単位からなるポリアルキレングリコール
類、（ｈ４）ジエチレングリコールモノメチルエーテル、ジエチレングリコールジメチル
エーテル、トリエチレングリコールモノメチルエーテル、ジエチレングリコールモノエチ
ルエーテル、ジエチレングリコールジエチルエーテル、ジプロピレングリコールモノメチ
ルエーテル、ジプロピレングリコールモノエチルエーテル、トリプロピレングリコールモ
ノメチルエーテル、ジエチレングリコールモノブチルエーテル、１－メトキシ－２－プロ
パノール、又は１－エトキシ－２－プロパノールなどの炭素数２～４のアルキレングリコ
ール単位の（ポリ）アルキレングリコールと炭素数１～５のアルカノールからなる（ポリ
）アルキレングリコール（モノ又はジ）アルキルエーテル、（ｈ５）１－メチルグリセリ
ンエーテル、２－メチルグリセリンエーテル、１，３－ジメチルグリセリンエーテル、１
－エチルグリセリンエーテル、１，３－ジエチルグリセリンエーテル、トリエチルグリセ
リンエーテル、１－ペンチルグリセリルエーテル、２－ペンチルグリセリルエーテル、１
－オクチルグリセリルエーテル、２－エチルヘキシルグリセリルエーテルなどの炭素数１
～８のアルキルを有するアルキルグリセリルエーテル類、（ｈ６）２－フェノキシエタノ
ール、ジエチレングリコールモノフェニルエーテル、トリエチレングリコールモノフェニ
ルエーテル、平均分子量約４８０のポリエチレングリコールモノフェニルエーテル、２－
ベンジルオキシエタノール、ジエチレングリコールモノベンジルエーテル等の炭素数２～
３のアルキレングリコール単位を有する（ポリ）アルキレングリコールの芳香族エーテル
類、が挙げられる。
【００６７】
　（ｈ）成分は、組成物の粘度調整剤、ゲル化抑制剤として有効であり、上記の（ｈ１）
～（ｈ６）の分類から選ばれる１種以上を使用する。上記の（ｈ１）アルカノール類、（
ｈ２）グリコール類、（ｈ４）アルキルエーテル類、及び（ｈ６）芳香族エーテル類から
選ばれる溶剤を用いることが好ましく、より具体的にはエタノール、プロピレングリコー
ル、ジエチレングリコールモノブチルエーテル、２－フェノキシエタノール、ジエチレン
グリコールモノフェニルエーテル及びトリエチレングリコールモノフェニルエーテルから
選ばれる溶剤を１種以上、特には２種以上を併用することで効果的に組成物の粘度調整、
ゲル化抑制を達成できることから更に好ましい。本発明では、特にプロピレングリコール
及び／又はジエチレングリコールモノブチルエーテルを好ましい例としてあげることがで
きる。
（ｈ）成分の含有量は、安定性、溶解性の点から、組成物中、１～４０質量％であり、２
～３５質量％が好ましい。界面活性剤濃度が濃縮系ではない場合は、１０質量％未満であ
ってもよい。
【００６８】
　本発明の衣料用の液体洗浄剤組成物の２０℃における粘度は、取り扱いの容易さの点で
１０～５００ｍＰａ・ｓが好ましく、５０～４００ｍＰａ・ｓがより好ましく、１００～
３００ｍＰａ・ｓが更に好ましい。（ｈ）成分や可溶化剤によりこのような範囲になるよ
うに調整することが好ましい。
【００６９】
　本発明において粘度はＢ型粘度計により測定する。ローターは粘度に合ったものを選択
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する。回転数６０ｒ／ｍｉｎで回転し、回転開始から６０秒後の粘度を液体洗浄剤組成物
の粘度とする。
【００７０】
＜洗濯方法＞
　本発明の衣料用洗浄剤組成物は、該組成物と水とを含有する水性洗浄液を用いた洗濯方
法に用いることができる。
【００７１】
　水性洗浄液は、（ａ）成分と（ｂ）成分と（ｃ）成分の合計濃度が、１００～４００ｍ
ｇ／Ｌ、更に１５０～３５０ｍｇ／Ｌであることが好ましい。この水性洗浄液は、本発明
の衣料用洗浄剤組成物を水道水などで希釈することで得ることができる。本発明の洗剤組
成物を用いる場合の水性洗浄液の温度は、非イオン界面活性剤の親水性と陽イオン界面活
性剤及び陰イオン界面活性剤との組み合わせによる効果を得るために４０℃以下であり、
更には３０℃以下であり、特には２５℃以下である、下限値は２℃以上、好ましくは５℃
以上、より好ましくは１０℃以上である。本発明の非イオン界面活性剤は曇天が高いこと
から、高い温度での洗浄の可能性が考えられるが、温度が高まると非イオン界面活性剤の
親水性が低下するため、陽イオン界面活性剤及び陰イオン界面活性剤とのバランスを崩し
てしまう。本発明で規定する非イオン界面活性剤は、陽イオン界面活性剤、そして陰イオ
ン界面活性剤を併用することで、該温度で十分な洗浄力を発揮することができ、更に陽イ
オン界面活性剤の繊維への付着性の向上との両立を図ることができる。
【００７２】
　水性洗浄液中、（ａ）成分、（ｂ）成分及び（ｃ）成分との質量比の好ましい範囲は、
前記本発明の衣料用洗浄剤組成物と同じである。
【００７３】
　また、水性洗浄液中の（ｅ）成分の分子量１０００以下のキレート剤の濃度は、好まし
くは３０ｍｇ／Ｌ以下、より好ましくは１５ｍｇ／Ｌ以下、更に好ましくは１０ｍｇ／Ｌ
以下である。
【００７４】
　また、水性洗浄液のｐＨは、好ましくは６～１０、より好ましくは７～９．５である。
このｐＨは、前記したように洗浄剤組成物、更には（ａ）成分、（ｂ）成分及び（ｃ）成
分を合計で０．５ｇ／Ｌの濃度でイオン交換水に溶解させた時の２０℃での数値であるが
、好ましくは洗濯液の温度が４０℃以下の使用温度でのｐＨであり、好ましくは５℃～３
０℃範囲内で設定される使用温度の洗濯液のｐＨである。測定方法は前記と同じである。
【００７５】
　本発明の衣料用洗浄剤組成物から調製した水性洗浄液を用いた洗濯方法では、浴比は好
ましくは３～４０である。ここで浴比とは、水性洗浄液の質量を衣類の質量で割った値を
意味する。本発明ではドラム式洗濯機のように、低浴比の洗濯機に対しても優れた効果が
得られる。具体的には浴比が３～１２、特には３～８であっても、優れた濯ぎ性、すなわ
ち被洗濯物からの界面活性剤の除去性を発揮する。本発明の衣料用洗浄剤組成物から調製
した水性洗浄液を用いた洗濯方法は、従来の限界と考えられた濯ぎ性を超えるものである
。
【００７６】
　洗濯方法としては、手洗いによる方法、市販の洗濯機を用いる方法があり、いずれの方
法においても、濯ぎ工程の回数を低減する効果、或いは少ない濯ぎ水でも優れた濯ぎ性を
得ることができる。本発明の洗濯方法に用いる洗濯機としては、攪拌羽根に注水口と排水
口とを有するだけの簡易洗濯機、脱水槽が分離したいわゆる二槽式洗濯機、全自動式洗濯
機（ドラム式洗濯機を含む）を挙げることができる。洗濯機によっては、電気乾燥工程を
含むものであってもよい。
【００７７】
　本発明の衣料用洗浄剤組成物から調製した水性洗浄液を用いた洗濯方法は、次の工程（
Ｉ）～（IV）を含むことができる。
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洗浄工程（Ｉ）：洗濯方法の中心となる工程。繊維製品を含む水性洗浄液或いは水性洗浄
液を含浸させた繊維製品に物理的な応力、例えば攪拌や衝撃などを繊維製品に与えること
により洗浄する工程。繊維製品の種類や汚れの度合いにより攪拌時間や洗浄時間を変えて
もよい。なお物理的な応力をかける前に、繊維製品に水性洗浄液を含浸させ、静置状態で
放置すること、いわゆる“漬け置き”を行ってもよい。なお、本発明の衣料用洗浄剤組成
物を用いる場合、該組成物は、被洗濯物を入れる前に先に水に溶かしてもよく、衣料用液
体洗浄剤組成物の一部を繊維製品の汚れの多い部分に塗布などしてもよい。
排水工程（II）：水性洗浄液を排水する。排水後又は排出途中で、脱水装置による遠心力
によって水性洗浄液を強制排出してもよい。
濯ぎ工程（III）：新たな水を投入し攪拌などの物理的応力をかけるなどして繊維内部に
残った洗浄成分を新しい水に移動させることで、繊維製品内から洗浄基材を除去する工程
。濯ぎ工程は、新しい水を追加しながらオーバーフローした水を除去していく工程（以下
、流水濯ぎという場合もある）であってもよい。あるいは新しい水を追加することなく、
一定の水を給水した後、それを洗濯槽内或いはポンプ等により巡回させてもよい。給水の
方法としては、単純に水道口から直接洗濯槽に給水（あるいは水の巡回）してもよく、シ
ャワー状にして、洗濯槽内の被洗濯物全体に注いでもよい。また脱水装置による緩やか又
は断続的な脱水を行いながら給水（あるいは水の巡回）を行ってもよい。濯ぎ処理後、洗
濯槽及び繊維製品から水は排水される。排水後に工程（III）を繰り返してもよく、工程
（III）と（IV）を繰り返してもよい。
脱水工程（IV）：遠心力或いは、圧縮や絞りによる繊維製品からの水の除去を行う工程。
通常の洗濯工程では遠心力を用いた脱水装置により水が除去される。
【００７８】
　本発明は、工程（III）で柔軟剤を添加することを排除するものではないが、洗浄工程
で陽イオン界面活性剤による十分な柔軟効果や殺菌効果を得ることができる。
【実施例】
【００７９】
　表１、２に示す各成分を混合して、実施例及び比較例の組成物を得た。液体洗浄剤組成
物は、モノエタノールアミンを用いてｐＨ（２０℃）を８に調整した。表中では“＋”と
して表示している。得られた各組成物を用い、下記の各評価を行った。結果を表１、２に
示す。また、表中の成分は以下のものである。なお、表中では、（ａ’－１）、（ａ’－
２）も（ａ）成分として質量比を示した。
【００８０】
（ａ－１）：Ｃ12Ｈ25Ｏ（Ｃ2Ｈ4Ｏ）20Ｈ〔一般式（１）中のＲ1Ｏが炭素数１２の直鎖
１級アルキル基、ｍが２０の非イオン界面活性剤、エチレンオキシ基の付加モル数が０～
１０の整数の化合物は４．４質量％である。〕
（ａ－２）：Ｃ12Ｈ25Ｏ（Ｃ2Ｈ4Ｏ）30Ｈ〔一般式（１）中のＲ1Ｏが炭素数１２の直鎖
１級アルキル基、ｍが３０の非イオン界面活性剤、エチレンオキシ基の付加モル数が０～
１０の整数の化合物は１．１質量％である。〕
（ａ－３）：Ｃ12Ｈ25Ｏ（Ｃ2Ｈ4Ｏ）40Ｈ〔一般式（１）中のＲ1Ｏが炭素数１２の直鎖
１級アルキル基、ｍが４０の非イオン界面活性剤、エチレンオキシ基の付加モル数が０～
１０の整数の化合物は０．４３質量％である。〕
（ａ’－１）：Ｃ12Ｈ25Ｏ（Ｃ2Ｈ4Ｏ）10Ｈ〔一般式（１）中のＲ1Ｏが炭素数１２の直
鎖１級アルキル基、ｍが１０の非イオン界面活性剤、エチレンオキシ基の付加モル数が０
～１０の整数の化合物は４２質量％である。〕
（ａ’－２）：Ｃ12Ｈ25Ｏ（Ｃ2Ｈ4Ｏ）15Ｈ〔一般式（１）中のＲ1Ｏが炭素数１２の直
鎖１級アルキル基、ｍが１５の非イオン界面活性剤、エチレンオキシ基の付加モル数が０
～１０の整数の化合物は１４質量％である。〕
【００８１】
（ｂ－１）：Ｃ8Ｈ17Ｎ

+（ＣＨ3）3・Ｃｌ-〔和光純薬工業（株）製、試薬、一般式（ｂ
３）中のＲ8bが炭素数８の直鎖１級アルキル基、Ｒ9b、Ｒ10b、Ｒ11bが、それぞれメチル
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基、Ｙ-が塩化物イオンである陽イオン界面活性剤〕
（ｂ－２）：Ｃ12Ｈ25Ｎ

+（ＣＨ3）3・Ｃｌ-〔和光純薬工業（株）製、試薬、一般式（ｂ
３）中のＲ8bが炭素数１２の直鎖１級アルキル基、Ｒ9b、Ｒ10b、Ｒ11bが、それぞれメチ
ル基、Ｙ-が塩化物イオンである陽イオン界面活性剤〕
（ｂ－３）：（Ｒ8b）（Ｒ9b）Ｎ+（ＣＨ3）2・Ｃｌ-〔花王株式会社製コータミンＤ８６
Ｐ、一般式（ｂ３）中のＲ8b、Ｒ9bが、それぞれ牛脂組成アルキル基（炭素数１４～１８
のアルキル基と炭素数１６～１８のアルケニル基の混合）、Ｒ10b、Ｒ11bが、それぞれメ
チル基、Ｙ-が塩化物イオンである陽イオン界面活性剤〕
【００８２】
（ｃ－１）：ドデシル硫酸エステルナトリウム〔和光純薬（株）製、試薬〕（なお表中の
配合量はドデシル硫酸としたときの濃度である。）
（ｃ－２）：ドデシルベンゼンスルホン酸ナトリウム（なお表中の配合量はドデシルベン
ゼンスルホン酸としたときの濃度である。）
（ｆ－１）：炭酸ナトリウム〔和光純薬（株）製、試薬〕
（ｆ－２）：モノエタノールアミン
（ｇ－１）：イオン交換水
（ｘ－１）：ゼオライト（株）東ソー製、平均粒径３μｍの４Ａ型ゼオライト
（ｘ－２）：硫酸ナトリウム
【００８３】
＜洗浄試験＞
（１）モデル皮脂汚れの調製
　皮脂成分混合物（オレイン酸／トリオレイン／スクワレン（いずれも和光純薬工業（株
）製）＝４５／４０／１５（質量比）１０ｇに色素（オイルオレンジＳＳ；東京化成工業
（株）製）を０．０１ｇ添加して調製した。
【００８４】
（２）モデル皮脂汚染布の調製
　６ｃｍ×６ｃｍに裁断した木綿金布＃２０２３布１枚につきモデル皮脂汚れを８０ｍｇ
滴下し、６０℃で１０分加熱後、室温に戻し汚染布とした。
【００８５】
（３）洗浄力の試験方法
　温度２０℃、４°ＤＨ硬水（カルシウム／マグネシウム＝８／２（モル比））１Ｌに表
１又は表２に示す組成の衣料用洗浄剤組成物１ｇを添加し、上記方法により調製した汚染
布５枚を投入した。ターゴトメーターを用い、回転数８０ｒｐｍで１０分間撹拌洗浄した
。洗濯液の温度は２０℃であり、ｐＨは７．５～９．５の範囲内である。
【００８６】
（４）洗浄率の算出
　未処理布及び洗浄前汚染布、洗浄後汚染布の反射率（４６０ｎｍ）を測色色差計（ＮＤ
－３００Ａ；日本電色工業（株）製）にて測定し、次式によって洗浄率Ｄ（％）を算出し
た。尚洗浄率は汚染布５枚の平均値とした。
Ｄ（％）＝［（Ｌ2－Ｌ1）／（Ｌ0－Ｌ1）］×１００
（ここで、Ｌ0：未処理布の反射率、Ｌ1：洗浄前汚染布の反射率、Ｌ2：洗浄後汚染布の
反射率を示す。）
　洗浄率が７５％以上の場合を◎、７０％以上～７５％未満の場合を○、６０％以上～７
０％未満を△、６０％未満を×として評価した。
【００８７】
＜抗菌性試験＞
（１）試験布の調製
　温度２０℃、４°ＤＨ硬水（カルシウム／マグネシウム＝８／２（モル比））１Ｌに表
１に示す組成の衣料用洗浄剤組成物１ｇと、６ｃｍ×６ｃｍに裁断した木綿金布＃２０２
３布５枚をターゴトメーターに入れ、回転数８０ｒｐｍで１０分間撹拌した後布を取り出
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し、水道水３Ｌですすいだ後、室温で１晩乾燥させた物を試験布とした。
【００８８】
（２）抗菌性試験
　上記で処理した布を１辺２ｃｍの正方形に切断してバイアル瓶に入れて減菌した。試験
菌には黄色ブドウ球菌（Staphylococcus aureus）を用い、この菌液を滅菌バイアル瓶中
の処理布に接種して３７℃で１８時間静置培養した。培養後のバイアル瓶に０．７％ポリ
ソルベート－８０、０．１％大豆レシチンを含む生理食塩水２０ｍｌを加えて振とうし、
生菌を分散させた液を系列希釈して変法ＧＡＭ寒天培地（ニッスイ社製）に塗布し、３７
℃で４８時間培養後、菌数を測定した。未処理の布で同様の試験を行った場合と菌数を比
較し、その減菌数を対数で表示した。対数で表した減菌数が２以上の場合有効な抗菌性を
示す。減菌数が対数で４以上の場合を◎、２以上～４未満の場合を○、２未満の場合を×
として評価した。
【００８９】
＜柔軟性試験＞
　評価衣料として、新品の薄手のタオル（武井タオル製、綿１００％、＃２２０）、新品
の厚手タオル（（株）ユニクロ製、綿１００％）、及び質量調整布として肌着（（株）グ
ンゼ製、丸首、綿１００％、白）を市販の弱アルカリ性洗剤（花王（株）製アタック）を
用いて全自動洗濯機（松下製ＮＡ－Ｆ７０２Ｐ）で５回繰り返して洗濯した（洗剤濃度０
．０６６７質量％、水道水（２０℃）４７Ｌ使用）。
【００９０】
　これらのタオル２種類を各３枚用意し、これに質量調整布として上記で処理した肌着を
加え、合計３．５ｋｇの衣料をドラム型洗濯乾燥機（松下製ＮＡ―ＶＲ１１００）を用い
て、標準使用条件により、洗濯を行った。尚、標準条件では機械乾燥は行われない。表２
の衣料用洗浄剤組成物２２．５ｇを、それぞれドラム型洗濯乾燥機の洗剤自動投入口に入
れて使用した。洗濯終了後に、評価用タオルを取り出し、物干し竿に掛けて、自然乾燥さ
せ、柔軟性を評価した。
【００９１】
・柔軟性評価法
　５人のパネラーが、上記方法で処理された２種×３枚（すなわち６枚）すべてのタオル
に対して、柔軟性の評価を行った。柔軟性を評価するに際しては、下記に示す柔軟性レベ
ル１、２、３、４、５を柔軟性の等級の尺度として与え、５人の熟練パネラーにより採点
をしてもらい、平均値を柔軟レベルとして取り扱った。
【００９２】
　なお、柔軟性の等級５は、前記全自動型洗濯機を用いて、前記と同じ３．５ｋｇ衣料（
５回洗浄を行った後のタオル２種と肌着）を投入し、市販の弱アルカリ性洗剤（花王（株
）製アタック）を用いて洗浄した後、市販の柔軟剤（花王（株）製ハミング１／３）で柔
軟処理を行ない、吊り干し乾燥処理を行なった時の状態とした。これは柔軟性効果が最も
高い状態である。また柔軟性の等級１は、ごわつき感が得られ易い状況として、前記と同
じドラム型洗濯乾燥機を用い、同様に３．５ｋｇ衣料（５回洗浄を行った後のタオル２種
と肌着）を投入し、市販の弱アルカリ性洗剤（花王（株）製アタック）を用いて洗浄した
後、柔軟剤を使用せずに、吊り干し乾燥を行なった時の状態とする。これは柔軟性効果が
最も低い状態である。
【００９３】
柔軟性の等級
５：柔軟性がかなり良い（パイルの立ち上げが向上し、弾力がありふんわりしている）。
４：柔軟性が良い。
３：柔軟性がやや良い。
２：柔軟性が悪い。
１：柔軟性が悪く、ごわついている（パイルが倒れてボリュームがない）。
【００９４】
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　柔軟性の平均等級が４以上の場合を◎、３以上４未満の場合を○、２以上３未満の場合
を△、２未満の場合を×として評価した。表中の平均等級が３以上であれば、柔軟性がか
なり改善され、明らかにふんわりとした感触を認知できる。また、表中の平均等級０．５
ポイントの差があれば、柔軟性の差がわかるレベルである。
【００９５】
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【表１】

【００９６】
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【表２】
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